
 
 

 

 

 

 

 

 

京田辺市小学校給食調理等業務委託 

公募型プロポーザル方式募集要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年８月 

京田辺市教育委員会学校給食課 

 



 
 

１ 事業名 

京田辺市小学校給食調理等業務委託（以下、「本業務」という。） 

 

２ 目的等 

本業務は、京田辺市立小学校の給食調理業務の実施にあたり、民間事業者のノウハウの

活用を図り、本業務を効率的かつ効果的に運営することで給食の質を維持し、より安全で

おいしい給食を児童に提供するため、プロポーザル方式により提案を広く求め、最も優れ

た提案を行った者を優先交渉者として選定し、提出された提案書の内容を基に、調理等業

務を委託するものである。 

 

３ 対象施設及び業務内容等 

別紙「京田辺市小学校給食調理等業務委託プロポーザル共通要求水準書（以下「共通要 

 求水準書」という。）」及び「調理委託対象校及び施設等詳細一覧」、に定めるとおりとする。 

なお、優先交渉者は、区分１「京田辺市立草内小学校給食調理等業務」、区分２「京田辺 

市立松井ケ丘小学校学校給食調理等業務」、区分３「京田辺市立薪小学校給食調理等業務」 

毎に決定するものとする。 

提案事業者は、「企画提案参加申込書」（様式第１号）にて募集区分のいずれかまたは全 

区分に応募できるが、１業者各１提案までとする。 

 

４ 業務期間 

（１） 準備期間 

本業務の準備期間は、市と提案事業者の間で締結する事業契約の締結日の翌日か

ら、令和６年３月３１日までとする。 

（２） 契約期間 

令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

５ 契約方法 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号による随意契約とする。 

 

６ 担当所属 

京田辺市教育委員会学校給食課 

 

７ 本業務に関する問合せ先等 

京田辺市教育委員会学校給食課 

所在地：〒６１０－０３９３ 京都府京田辺市田辺８０番地 

電話：０７７４－６－１１２２（代表）０７７４－６４－１３９３（直通） 

ファクス：０７７４－６４－１３０５ 

メールアドレス：kyushoku@city.kyotanabe.lg.jp 

 

 



 
 

８ 参加条件 

本業務に応募する資格を有する者は、京田辺市契約規則（平成１６年京田辺市規則第８

号）の規定に基づく入札参加資格者名簿に登載されている者（公募開始から応募期限の日

までの期間に、京田辺市競争入札に係る参加資格の停止等に関する措置要領に基づく競争

入札参加資格停止の期間が含まれている者を除く。）とし、次の各号すべてに該当する者と

する。 

（１） 公告日現在において、過去３年間、文部科学省作成の「学校給食衛生管理基準」及び

厚生労働省作成の「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき、学校（原則として公

立小・中学校自校調理方式）給食施設の調理業務の受託実績（１施設１日８００食以上）

を有し、現在も受託していること。 

（２） 万一契約不履行があった場合、又は契約の履行が不可能となった場合に、契約の履行

を保証するため、契約時に本必要資格条件を満たす代行保証人を定めることができる者

であること。 

 

９ プロポーザルに係る日程 

1. 公告 令和５年 ８月１７日（木） 

2. 参加申込書の受け付け 

3. 現場見学会申込書の受け付け 
令和５年 ８月２５日（金）正午まで 

4. 参加条件の確認・現場見学会詳細案内 令和５年 ８月２８日（月） 

5. 現場見学会 

令和５年 ９月 ５日（火）区分１ 

令和５年 ９月 ６日（水）区分２ 

令和５年 ９月 ７日（木）区分３ 

いずれも１５時以降を予定 

6. 質問書の受け付け 令和５年 ９月１２日（火）まで 

7. 質疑回答（ホームページ公開） 令和５年 ９月１９日（火）午後予定 

8. 提案書の受け付け 令和５年 ９月２５日（月）午後５時まで 

9. ヒアリング（必要に応じて） 

令和５年１０月１０日（火） 

令和５年１０月１１日（水） 

時間については別途連絡 

10. 優先交渉者順位決定通知 令和５年１０月１７日（火） 

注）上記日程における提出書類の受付締め切りについて、時間の指定が無い場合は郵送可

能とし当日消印有効とする 

 

10 配布資料 

（１） 本募集要項 

（２） 共通要求水準書 

（３） 調理委託対象校及び施設等詳細一覧 

（４） 各給食室厨房機器配置図 

（５） 各施設平面図（配膳図） 



 
 

（６） 提案書等様式（様式第１号～５号） 

（７） 京田辺市小学校給食調理等委託事業企画提案審査基準（以下「審査基準」という。） 

（８） 京田辺市小学校給食衛生管理マニュアル（各種報告書類） 

 

11 質問及び回答 

本要項及び配布資料等に定める内容に不明な点がある場合は、「質問書」を提出すること。 

（１） 質問書の提出方法 

質問書（様式第３号）を電子メールにより提出し、開庁時間内（午前８時３０分か

ら午後５時１５分。ただし、正午から午後１時までを除く）に電話で到達の確認を

行うこと（質問書が未着の場合には質問書への回答を行わないので注意すること） 

（２） 回答方法 

市ホームページにて、質問とその回答のみを掲載する。事業者名は非公表とする。 

 

12 見積書の留意時点 

見積書は、各年度の事業費及び積算内訳書（人件費・給与単価、消耗品等経費、現場管理

費等）を示したものを提出すること。 

その他、今回の契約に含まれない維持管理費がある場合はその費用も含めて３年間の必

要経費を積算すること。 

 

13 提案書の提出方法について 

（１） 提出書類と部数 

提案書（様式第４号）は、正本１部、副本５部を揃え持参または郵送にて提出するこ

と。応募参加に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）

に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

（２） 提出書類の取り扱い・留意事項 

① 提出された書類は返却しない。また、企画提案者に無断で本業務以外に使用しな

い。 

② 提出された書類は、プロポーザルの審査のために市が複製することがある。また、

市が必要と認めた場合は提出書類の内容を無償で使用できるものとする。 

③ 提出内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等、日本国の法令に

基づき保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法等を使

用することにより生ずる責任は、原則として企画提案者が負う。 

④ 提案書の提出は、１事業者につき１案とする。 

⑤ 副本は、社名等を伏せ、特に企画提案者を選別し得る情報（ロゴや製品名）を表

示しないように留意すること。 

⑥ 提案書によりＡ４版で作成し、レールクリアホルダー等で綴じること。Ａ３版の

資料は、折りたたんでファイルに綴じることができれば可とする。 

⑦ 使用する文字の大きさは１０ポイント以上とする。 

⑧ ページ数はＡ４版片面を１ページで換算し２０ページ以内とし、表紙及び目次、

見積書の年度毎の内訳書、損害賠償保険の写しは枚数に含まない。別冊資料の



 
 

添付は不可とし、Ａ３版の片面２ページで換算する。 

⑨ カラー印刷、写真、図画、表等を使用し分かりやすく記載すること。 

⑩ 提出後の記載内容の変更及び差し替えは不可とする。 

⑪ 言語は日本語とし、ページ番号を付すること。 

 

14 優先交渉者の決定  

市は、本業務における優先交渉者を選ぶに当たって、公平性及び透明性を確保するこ

とを目的に、「京田辺市小学校給食調理等委託プロポーザル方式選定委員会（以下、「選

定委員会」という。）」を設置し、審査基準に従い優先交渉者を決定する。なお、本業務の

選定委員会委員に接触を試みた事業者は、参加資格を失うものとする。 

 

15 優先交渉者の決定と公表 

提出された提案書を基に選定委員会が審査し、優先交渉者を選定する。併せて次点も選

定し、市は優先交渉者と随意契約を締結する予定である。 

なお、優先交渉者が、事業契約締結までに参加資格要件を満たさなくなったときは、事

業契約を締結しない場合がある。 

 

16 契約の手続きについて 

優先交渉者と業務内容等について協議を行い、提案書を踏まえた仕様書を作成し協議が

整った後、選定企業として速やかに契約を締結する。なお、優先交渉者と協議が整わない

場合は、次順位の企画提案者と同様の協議を行う場合がある。 

 

17 その他 

（１） 費用負担について 

提案書類の作成及び書類・ヒアリングに際して必要となる費用は、提案書等の提出者

の負担とする。 

（２） 参加辞退 

企画提案参加表明後に、提案参加を辞退することは可能とする。その場合、「提案参加 

辞退書」（様式第５号）を提案書の受け付け期日までに提出すること。 

なお、本プロポーザルを辞退した場合、これを理由として今後不利益な取扱いをする 

ことはない。 

 

18 現場見学会について 

現場見学を希望する場合は、「現場見学申込書」（様式第２号）を提出すること（参加を

希望しない場合は不要）。なお、該当施設へのアクセスや駐車場等の詳細については、参加

申込者に個別に行うものとする。 

① 現場見学会の参加が企画提案の資格条件では無いが、出来るだけ精度の高い提案のた

め参加すること。 

② 予定する日程以外の現場見学会は行わないので留意すること。 

③ 各提案事業者につき参加者は２名以内とし、事前に検便の結果票（１か月以内のもの。



 
 

写し可）を提出すること。 

④ 施設内は担当職員が同行する。 

⑤ 見学時間は、１時間程度とする。 

⑥ 自動車で来庁する場合は、１台とし駐車スペースについては、市が指定する場所に駐

車すること。 

⑦ 学校敷地内は全面禁煙である。 

⑧ 設備に関する写真撮影は原則可能であるが、学校職員や児童が映り込む場合は個人が

特定できないように配慮し、撮影した画像等は本業務以外に使用しないこと。 

⑨ 現場見学会で出た質問は、本要領及び要求水準書に記載されている内容については答

えるが、原則「質問書」を提出による対応とする。 

 

19 受託した場合の責任分担について 

（１） 基本的な考え方 

本業務における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することで、より低廉

で質の高い事業を目指すものである。選定企業が担当する業務については、原則と

して優先交渉者が責任を負うものとし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事

項については、市が責任を負うこととする。 

（２） 予想されるリスクと責任分担 

市と優先交渉者の責任分担は、本募集要項を踏まえた選定企業による提案書等に

よることとする。 

 

20 事業実施に関する事項 

（１） 市による本業務の実施状況の確認 

市は事業の実施状況について、選定企業が定めた業務を確実に行い、要求水準書

及び提案書に基づく業務水準を達成しているか否かを確認する。また、選定企業は、

市が求める場合、必要に応じて報告書を提出するものとする。 

（２） 事業期間中の選定企業との市の関わり 

本業務は、選定企業の責任において遂行されるものとする。また、市は前項のと

おり、事業実施状況について確認を行うものとする。 

（３） 事業継続が困難となった場合の措置 

本業務において、事業継続が困難となった場合の措置は、次のとおりとする。 

① 選定企業の責めに帰すべき事由の場合 

選定企業の業務内容が要求水準書及び提案書に基づく業務水準を満たしてい

ない場合、選定企業の責めに帰すべき事由により債務不履行またはその懸念が

生じた場合、市は選定企業に対して指導等を行い、一定期間内に改善策の提出、

実施を求めることができるものとする。この場合において、選定企業が当該期

間内に改善または修復をすることができなかったときは、市は事業契約を解除

できるものとする。 

この場合、市は、事業契約に基づき選定企業に対して違約金等の支払いを求

めることができるものとする。 



 
 

② 市の責めに帰すべき事由の場合 

市の責めに帰すべき事由による債務不履行により事業継続が困難となった場

合、選定企業は、事業契約を解除できるものとする。 

この場合、選定企業は、生じる損害について賠償を求めることができるもの

とする。 

③ 当事者の責めに帰すことができない事由の場合 

不可抗力、その他市または選定企業の責めに帰すことのできない事由により

事業継続が困難となった場合は、市と選定企業は、事業継続の可否を協議する

こととする。 

一定の期間内に協議が調わない場合は、それぞれ相手方に事前に書面による

通知を行うことにより、市または選定企業は、事業契約を解除できるものとす

る。 

この場合、選定企業は生じる損害について賠償を求めることができないもの

とする。 


